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はじめに 
本稿では、ロート製薬の成長戦略における知的財産部門の貢献実績について、入手できた情報

に基づき考察する。ロート製薬は、医薬品、化粧品、食品など幅広い分野で事業を展開する企

業であり、その成長を支える上で知的財産戦略は重要な役割を担っている。 

知的財産部門の役割と活動内容 
ロート製薬の知的財産部門は、知的財産の創造、保護、活用を通じて、企業価値の向上に貢献

することを使命としている。1 具体的な活動内容としては、特許、実用新案、意匠、商標など

の権利取得、ブランド管理、技術契約、知的財産紛争への対応などが挙げられる。1 

残念ながら、公開情報からは知的財産部門の組織構造や人員配置に関する詳細な情報は得られ

なかった。1 しかし、同社ウェブサイトの情報から、知的財産本部、コンシューマーヘルスケ

ア事業部、ファインケミカル事業部といった部門が存在し、それぞれが知的財産に関する問い

合わせ窓口を設けていることがわかる。1 このことから、各事業部と連携した知的財産活動が

行われていると推察される。 

ロート製薬の知的財産活動の基本方針は以下の 3 点である。1 

1. 他者知的財産権の尊重: 知的財産権を尊重することは、健全な競争環境を維持し、イノベー

ションを促進するために不可欠である。 
2. 自社の研究価値、ブランド価値を高める知的財産の獲得: 研究開発の成果を特許などの知

的財産権によって保護することで、競争優位性を確保し、ブランド価値を高める。 
3. オープンイノベーションの促進: 外部の技術やアイデアを積極的に導入することで、新たな

価値創造を促進する。 

成長戦略における知的財産部門の貢献実績 

知的財産を活用した新製品開発・市場開拓 

ロート製薬は、長年にわたり目薬をはじめとする医薬品や化粧品の開発に注力しており、その

過程で多くの知的財産権を取得している。3 特許取得によって競争優位性を確保し、模倣品対

策を行うことで、市場における優位性を築いていると考えられる。3 また、商標登録によるブ

ランド価値の向上にも積極的に取り組んでおり、「ロート製薬」「メンソレータム」「肌ラ



ボ」など、多くのブランドを国内外で展開している。3 

新製品開発においても、知的財産は重要な役割を果たしている。例えば、同社は、使いやすさ

を追求した新型の洗眼薬や、簡便な尿検査キットなどを開発している。1 これらの製品は、特

許などの知的財産権によって保護されており、市場における競争力を高めていると言えるだろ

う。 

知的財産による収益確保 

調査ステップ 2b で示された、特許ライセンスによる収益化や知的財産を活用した新規事業の

創出に関する具体的な実績は、公開情報からは確認できなかった。4 しかし、知的財産権は、

企業の競争力を強化し、収益基盤を安定させる上で重要な役割を果たすため、ロート製薬にお

いても、知的財産を活用した収益確保に向けた取り組みが進められていると推察される。 

知的財産に関するリスク管理体制 

企業活動においては、知的財産に関するリスク管理が重要となる。ロート製薬は、知的財産紛

争の予防と解決、模倣品対策、従業員教育などを通じて、知的財産リスクの低減に努めている

と考えられる。3 

グローバル化と知的財産戦略 
ロート製薬は、すでにアジアを中心に海外事業を展開しており、3 今後さらにグローバル化を

加速させていくと考えられる。3 グローバル化への対応として、各国・地域の法制度に合わせ

た知的財産戦略の策定、海外における知的財産権の取得・保護、模倣品対策などが重要とな

る。 

同社は、インドネシアにおける目薬製造ラインの強化、ベトナムでの第二工場の稼働による生

産能力の増強、ハイドロックスラボラトリーズにおける生産能力の増強など、製造拠点の強化

にも力を入れている。3 このような製造面における改善も、生産効率や品質管理の向上を通じ

て知的財産の保護に貢献し、新たなプロセス特許の取得にもつながる可能性がある。 

知的財産部門の今後の展望 

知的財産戦略の将来的な方向性 

ロート製薬は、海外での眼科ケア事業の拡大に伴い、特許登録数を増やしている。3 このこと

から、同社は、今後、グローバル化を加速させ、新たな市場への進出を図っていくと予想され

る。3 それに伴い、海外における知的財産権の取得・保護、ブランド管理体制の強化などが重

要となる。また、AI、IoT、ビッグデータなどの新技術を活用した研究開発も進展しており、こ

れらの分野における知的財産戦略の構築も課題となるだろう。 



ロート製薬は、「オープンイノベーション」を促進することを基本方針の一つとして掲げてい

る。1 これは、外部の技術やアイデアを積極的に導入することで、新たな価値創造を促進する

という考え方である。同社が積極的に特許登録を行っていること 3 と合わせて考えると、オー

プンイノベーションを通じて外部パートナーとの連携を強化し、イノベーションを加速させ、

知的財産ポートフォリオを拡大していく戦略を採っている可能性がある。具体的には、共同研

究プロジェクト、ライセンス契約、企業買収などが考えられる。 

新技術・新分野への対応 

製薬業界では、AI やバイオテクノロジーなどの新技術が急速に発展しており、ロート製薬もこ

れらの技術を活用した新薬開発に積極的に取り組んでいる。3 新技術・新分野への対応とし

て、先行技術調査、特許出願戦略の策定、研究開発における知的財産リスクの評価などが重要

となる。 

知的財産部門の成功要因 
ロート製薬の知的財産部門の成功要因としては、以下の点が挙げられると考えられる。 

● 経営層のコミットメント: 経営層が知的財産戦略の重要性を認識し、積極的に投資を行って

いる。例えば、研究開発への投資 3 は、新たな知的財産の創造を重視する経営層の姿勢を示

していると言えるだろう。 
● 知的財産部門と他部門との連携: 知的財産部門が研究開発部門、事業部門などと密接に連携

し、一体となって知的財産活動を進めている。 
● 人材育成: 知的財産に関する専門知識やスキルを持つ人材を育成し、知的財産部門の強化を

図っている。 
● 知的財産管理システムの活用: 知的財産情報を効率的に管理するためのシステムを導入し、

業務の効率化を図っている。 

調査の限界 
本稿では、公開情報に基づきロート製薬の知的財産戦略について考察したが、情報源が限られ

ているため、分析に限界があることを留意する必要がある。特に、知的財産部門の組織構造や

人員配置、特許ライセンスによる収益など、詳細な情報については公開されておらず、推測の

域を出ない部分もある。 

結論 
ロート製薬は、知的財産を重要な経営資源と捉え、その創造、保護、活用を通じて企業価値の

向上に努めている。知的財産部門は、新製品開発、市場開拓、収益確保、リスク管理など、

様々な分野で貢献しており、同社の成長戦略を支える重要な役割を担っていると言える。今

後、グローバル化や新技術への対応など、新たな課題に直面する中で、知的財産部門の役割は

さらに重要性を増していくと考えられる。 



特に、オープンイノベーションの促進とグローバル化の加速は、ロート製薬の今後の成長を大

きく左右する要因となるだろう。知的財産部門は、これらの戦略を支える基盤として、より一

層重要な役割を担うことが期待される。 
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